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１．はじめに 
 
現在わが国は，太平洋沿岸地域一帯が東海地震，

東南海地震，南海地震の巨大震災リスクにさらされ

ている．このような大規模地震が発生した場合，多

数の地域が同時に被災するため外部からの救援が困

難であることが予想される．さらに被災直後は当該

地域行政による救援・支援も有効に機能するとは限

らない．したがって，個々の地域が自らその防災力

を高め，自助努力によって災害発生直後の緊急時を

克服することが重要となる．またそのために平常時

から地域がいかに「備える」かが極めて緊要となっ

てきている．これは災害リスクマネジメントでいう

事前対応のうち，プリペアドネスと呼ばれる対応行

動に相当する．これを高めるためには，様々な主体

の連携のもと防災活動に取り組んでいく必要があり，

その手法の一つとして参加型コミュニティ・マネジ

メントがある． 
しかし行政主導型の防災に比べ自助努力型の事前

対応は新しい取り組みであり，プリペアドネス向上

のために効果的なコミュニティ･マネジメントの方

法論は確立されてはいない．したがって防災に関わ

ろうとする参加主体も日々模索しながら活動の幅を

広げる試行錯誤段階にあるのが現状である．そこで

本稿では，実際行われている試みをシステム的視点

から一定期間観察しモデル化することで，プリペア

ドネス向上を目的とするコミュニティ型防災の方法

論に向けた基礎的モデルの構築を行う． 
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２．プリペアドネス向上のための参加型コミュニテ

ィ・マネジメント 
 
 震災リスク下でのプリペアドネス向上を目指した

コミュニティ・マネジメントは方法論としてのリス

クマネジメントの枠組みで捉えることが有効である．

複数の主体が連携してリスクマネジメントに取り組

むとき，各主体が同じ場を共有し互いにコミュニケ

ーションを図ることが必要となる．その結果，主体

間で認識のずれの修正が行われ，意思決定や行動が

相互に斉合的になされてはじめて複数主体のリスク

マネジメントが成功したといえる． 
特に発生時刻を特定できない地震に対して備え

るには，いつどこで被災しても瞬時に適切な反応が

できる能力が必要である．そのためには防災活動が

単に計画レベルで終わってしまっていては十分に実

行能力とはなり得ないであろう．すなわち実行(実
践)し，それが可能かどうかチェックし必要に応じて

修正を施してもう一度計画レベルに戻るという循環

型プロセス(PDCAサイクル)が大切である．この際，

計画を実行に移すための場や資金，専門的な知識や

技術などがなければリスクマネジメントを実践する

ことはできない．そこで複数主体の参加による協力

が必要となる．すなわち，それぞれの主体が持ち寄

った知識や技術，資源の助けを借りて，また時には

それらの相乗効果によって地域がプリペアドネス向

上の方向に進んでいかなければならない．以下では

この過程が地域コミュニティに帰属する主体がリン

クを形成する，ある種の人的支援ネットワーク形成

過程というモデルとして表現する． 
 

３．プリペアドネス向上のための地域コミュニティ

帰属型人的ネットワーク形成のモデル化 
 
プリペアドネスの向上には，防災活動を持続的に



展開していくことが重要であるが，それを推進し維

持していくための人的ネットワークの基盤の形成過

程に着目する．すなわち地域において防災活動を企

画し，それを地域に定着させていく過程で，各参加

主体がどのように連携し，あるいは役割分担する体

制が築かれていくのかについて考える．Okada et al.
2)は人的ネットワーク形成をそれに関わり参加して

いる主要な主体が演じる役割分担ゲームモデルとし

て捉え3)，ゲームに参加する各主体をそれぞれの役

割をもって協力・分担し合うプレイヤーであるとみ

なした．さらにプレイヤーたちはある活性化の事業

(ゲーム)を達成するために互いにつながりを広げあ

い，互いに意思疎通を図りながら組織を活用し，そ

の形を変化させていくものとした．本研究ではOkad
a et al. が仮定した9プレイヤーに，コミュニティ・

マネジメントにおいて重要な役割を果たすと思われ

る7プレイヤー（プロンプター，調停者，ファシリテ

ーター，模倣者，観察者，記録者，診断者）を追加

した以下の16のプレイヤーを仮定する．それらは，

起案者(I)，プロンプター(P)，同好の士(C)，理解者(A)，
指揮官(D)，調停者(A)，ファシリテーター(F)，技術

支援者(T)，宣伝者(CR)，資金提供者(F)，ネットワ

ーカー(N)，ユーザー(U)，模倣者(IM)，観察者(O)，
記録者(AC)，診断者(DG)である． 

 
 

４．西枇杷島町における一連の取り組みとモデルを

用いた実証分析 
 

（１）一連の取り組みと参加プレイヤーの役割の位

置づけ 
2000年9月に大規模な豪雨災害に襲われた愛知県

西春日井郡西枇杷島町では，その後防災活動やボラ

ンティアの気運が高まった．折しも中央防災会議や

政府，マスコミを通じて東海地震の発生の可能性が

報じられる中で，町では地震防災活動が活発化した．

本研究ではこの西枇杷島町における防災を取り巻く

場及びその経過を研究対象と定め，場が大きく変化

したと考えられる2000年9月東海豪雨災害，2003年3
月家具転倒防止プロジェクト開始，同年5月ワークシ

ョップ「地域の防災をみんなで考えよう」開催，同

年9月「わいわい防災訓練」開催，同年12月家具転倒

防止ワークショップ開催の各時点における調査・分

析を行った． 
これらの取り組みにおける参加プレイヤーの関係

を現地での聞き取り調査をもとに整理したものが表

－１，図－１から５である．この図の中でリンクが二

重線のものは同一主体を表し，双方向の矢印はその

両端が意見を交換したり，影響しあう相互のコミュ

ニケーションを表す．また一方向の矢印は矢印の向

いている方向に何かを依頼したり，影響を及ぼすこ

とを表す． 
表－１ 参加者の役割の位置づけ 
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図－１ 2000 年 9 月 東海豪雨災害直後のネットワーク  図－２ 2003 年 3 月 家具転倒防止プロジェクト開始時 

    

図－３ 2003年5月「地域の防災をみんなで考えよう」     図－４ 2003年 わいわい防災訓練 

 
図－５ 2003年12月 家具転倒防止ワークショップ 
 

（２）仮説とその検証 
この地域の人的ネットワークの変化と大地震に対

するプリペアドネスとの関係について，「ネットワ

ーク形態が進化すると地震に対するプリペアドネス

が高まる」という仮説をたて検証する．ここで「地

域コミュニティ帰属型人的ネットワークが進化す

る」とは，ネットワーク内に以下のいずれかの変化

が認められることと定義し，また複数の変化が生じ

れば，ネットワークの進化が著しいと判断する． 
 

①中核結合体（ネットワークの中枢的な役割を果た

す主体の集合）ができる 
②中核結合体が促進結合体（地域の外部から内部に

働きかける形で，中核結合体をサポートし防災活動



を促進する主体の集合）と結びつく 
③各プレイヤーの役割の多様化と支援ネットワーク

の増結，ネットワーク全体の複雑化 
 
図－１から５ではネットワークの中央に暗い円に

囲まれたトライアングルが存在するが，これが中核

結合体である．それに対して，図の上部に位置する

長方形の集合が促進結合体である．また時間の経過

に従い役割の多様化と支援ネットワークの増結，さ

らにネットワーク全体の複雑化も読み取ることがで

きる．このネットワークの進化により，<一連の防

災活動を実行に移すことができたという事実>，そ

の結果<2003年9月には町内12地区が自発的に防災

マップ作りや，炊き出し訓練，応急救護訓練を実施

したこと>，<同年12月の家具転倒防止ワークショッ

プにおいては実際に老人世帯や障害者世帯において，

家具の固定を行ったこと>，が観察できた．これら

の事実は，当該地域のプリペアドネスが一定程度向

上していることを否定するものではない． 
上記にあげた事実の他，一部の地区において自主

防災組織を作る動きや，老人や障害者などの情報の

管理なども計画されている．このように，今回の一

連の取り組みの結果，地震防災に対する町や住民の

意識に変化が起きていることは疑いのない事実であ

る．つまり上述の仮説は現段階では「反証性」に耐

えうる形で有効であると考察できるものの，ワーク

ショップ参加者がその後に防災対策をどれほど実行

に移したかなど，さらなる調査を行わなければ具体

的にどの程度プリペアドネスが高まったかは，この

観察結果からでは判断することはできない． 
 

５．考察と今後の課題 
 
地域において，防災活動を起案するプレイヤーが

自発的に現れ，地域内だけで実行に移すのに十分な

知識やネットワークが存在するケースは非常に稀だ

と考えられる．西枇杷島町の事例でも，プロジェク

トの初期の段階における中核結合体の誕生やその結

束の維持，またネットワークの複雑化の過程におい

て，地域外からのサポートすなわち促進結合体の活

躍が目立った．その中でも中心的な役割を担ったの

が，防災活動の専門家として名古屋市を拠点に全国

的に活動している特定非営利活動法人レスキュース

トックヤードである．各地での防災活動で得た知恵

と外部者ならではの中立性や外部のネットワークを

もって地域の防災活動を促進する役割を担っている．

またレスキューストックヤードがネットワークによ

って繋いだ防災の専門家や大学の研究機関などの協

力も一連の活動においては大変重要であったと考え

られる． 
一方で，通常個々の地域は外部者からは知りえな

い困難な様々な事情を抱えているものであり，また

その事情は刻一刻と変化するものでもある．そのよ

うな状況下では，地域からのフィードバックをもと

に，外部の主体が地域における防災活動をサポート

し，プリペアドネスの向上の程度を観察し評価する

のであれば，その地域に密着して活動(定点活動)を
行う必要がある．一度や二度の活動で地域の全容を

理解し，そのプリペアドネスを十分なレベルまで持

っていくことなど到底不可能だと考えられるからで

ある．また長い期間関与を続けても，地域を遠くか

ら眺めているだけではその地域を本当に理解するの

は困難である．時には内部に入り込んで観察あるい

は共同作業をするということが必要になる．これは

｢対象からの中立性｣にこだわらないAction Research
型の科学的アプローチを取ることを意味する．Acti
on Research型アプローチを採用すると，分析者は単

なる観察者ではなくネットワーク内部に影響を及ぼ

す主体とみなされる． 
今後は，「内部者としての分析者」としてネット

ワーク内部に関与し，単なる観察結果の取得が目的

でない，先述のPDCAサイクルを効果的に循環させ

るための分析方法の構築を目標とする．また西枇杷

島町においても継続的に定点活動をすることで地域

内に起きた変化，あるいはこれから起きる変化を観

察，記録，診断していくことが必要である． 
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